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－伸縮関税条項の視点から－
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Abstract
The Smoot-Hawley Act of 1930 is notorious for high tariff rates on

many items, probably worsening the Depression. While several studies
on the reason for the passage have been done from factors such as
logrolling, interest groups and partisan politics, I have already explained
it from another factor, the "Flexible Tariff Provision (FTP) ," which

had an epoch-making aspect - delegation of the power to adjust tariffs
from Congress to President and Tariff Commission.

This article aims to illuminate the intent and the meaning of FTP by
tracing to the passage process of the first FTP of the Fordney-Mc-
Cumber Act of 1922. Tariff Commissioner William Culbertson, a leading
proponent of 1922 FTP, had engaged in tariff matters since Taft Ad-
ministration, and long aspired to expand the power for the Tariff
Commission of 1916 enough to affect more directly the executive in the
U. S. commercial policy. Primary sources such as letters and diaries il-
lustrate that Culbertson approaced the executive people including
Commerce Secretary Herbert Hoover as early as March 1921 ; Culber-
tson's desire characterized by making efficient tariff rates not exces-
sively high or low with elasticity won the approval Hoover and Hoover's
close friend Senator Irvine Lenroot ; they supported Culbertson not only

during the process of 1922 FTP but also after its passage, even when
Culbertson was in conflict with Warren Harding and Calvin Coolidge
over the power of the Commission to initiate tariff investigation. Hoover
continued to pursue the tariff reform, leading to his behavior during
1929-1930. Such delegation as seen in these two acts also reflected the
newtrend ot the government-business relation from the turn of the

century.
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第 1節はじめに

アメリカで1930年6月に成立したスムート・ホーリ一法 CSmoot-Hawley

Tariff Act)は大恐慌時に広範囲にわたる品目に高関税を賦課したため，各

国の関税引き上げを招いた一因とされ，アメリカの関税史上最も悪名高いも

のである。なぜかかる悪名高い関税法が成立したのか。筆者はすでに同法成

立に関して，研究史を踏まえた上で，従来とは異なった視点，すなわち当時

の大統領であったフーヴァー CHerbertHoover)の役割が重要であったと

いう視点から再解釈した。同法は伸縮関税 CFlexibleTariff)条項の包含と

いう，広範囲にわたる高関税とは別の側面を有しており，フーヴァーの署名

は望んだ伸縮関税条項が議会への自らの働きかけの結果包含されたことによ

りなされたのであり，広範囲にわたる高関税はフーヴァーにとり譲歩にすぎ

ない。同法を伸縮関税条項から照射すると，同法に悪名を帰すのは妥当では

ない。

フーヴァーの強調した，いわゆる伸縮関税条項(スムート・ホーリ一法

336条)とは，合衆国憲法により議会に帰属すると定められている関税設定

権を;関税委員会，大統領に委譲するものであり，議会が一旦設定した関税

率を経済状況に沿って随時，品目ごとに50%以内で調整しようとするもので

ある。

伸縮関税条項はスム一ト.ホ一リ一法より一つ前の1922年のフオ一ドニ一

.マツカンバ一法(伊For吋.吐dne匂y

された。フォードニー・マッカンバ一法とは一般的にどのような位置づけが

なされているのか。アメリカは，特に南北戦争後から1930年までの時期のほ

とんどが保護主義政党の共和党により政権が握られたことが一因で高関税政

策をとっていた。中でも，同法の特徴は，第一次大戦中に発展を遂げた産業

が戦後に外国生産者との競争に直面するであろうという危倶と， 1920-1921 

年の農産物価格暴落の影響を受け，一つ前の関税法である民主党政権下の
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1913年法(課税品目平均関税率27%)の関税を大幅に引き上げたことにあり，

その意味でフォードニー・マッカンパ一法(同関税率38.5%)は1897年法(46.

5%)， 1909年法 (40.8%)への回帰とされている。フォードニー・マッカン

ノt一法は化学治金製品などを含めて広範囲にわたり大幅に関税引き上げたと

して，スムート・ホーリ一法と同様に高関税法と位置づけられているが;周

知の通り両者の成立前後の状況が大きく異なっていたため(例えばアメリカ

から諸外国への貸付・投資状況)，前者の場合諸外国へ与えた影響がさほど

なく:後者のように高関税法成立の要因が論争となることが少ない。まして

伸縮関税条項に着眼して，両者の関税法を関連づけて成立の意義が取り上げ

られることはほとんどなかった。しかしながらフォードニー・マッカンパ一

法が同条項を最初に包含したことから，スムート・ホーリ一法以上に，高関

税法とは異なる一面を有する可能性を持つ点で，成立を考察するに値する法

であることは間違いない。

本稿はかかるスタンスに基づき，伸縮関税条項成立をフォードニー・マッ

カンパ一法に遡り，考察する。そしてそれが，スムート・ホーリ一法とどの

ように繋がっていくのか，を考えることで，伸縮関税条項が当時どのような

潮流を受け，意義を持っていたのかを考えたい。

第2節 フォード二一・マッカンバ一法伸縮関税条項の成立

周知の通り関税法の場合，下院-上院一両院協議会の順に審議が行われる。

フォードニー・マッカンパ一法伸縮関税条項は下院法案(下院歳入委員会が

1921年1月よりヒアリングを開始し，下院本会議が1921年7月21日に可決)

には盛り込まれていなかった。上院財政委員会が上院に1922年4月に提出し

た法案において伸縮関税条項が包含されており，同法案が1922年8月19日に

上院本会議で承認された後，両院協議会に持ち込まれ，両院協議会の修正案

が1922年9月15日に下院で 9月20日に上院で可決され 9月21日にハーデ
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イング (WarrenHarding)大統領の署名により成立した。このように伸縮

関税条項は1921年7月-1922年8月までの約l年にわたる上院の審議で包含

されたのである。

フォードニー・マッカンバ一法成立に関して，上院法案の伸縮関税条項は

下院法案のアメリカ評価の代替案であると説明されることが多い。下院法案

は従価税(輸入額を基にして賦課される関税)の基準をこれまでの外国評価

(輸出国の卸売価格)からアメリカ評価(アメリカにおける類似品の卸売価

格)へと置き換えた。下院の共和党議員は，アメリカ評価が諸外国の価格変

動の点からみて安定性の高い評価基礎であり，関税を低くするために輸出品

を過小評価しようとする外国生産者の不正を軽減すると強調したのに対し

て，アメリカは一般的に高コスト生産であるから名目従価税を上昇させずに

実質的に保護を高める方法であるとして，アメリカ評価に民主党議員をはじ

めとして広い反対の戸が上がっていた。そこで上院は，大統領に上下50%と

いう制約の中で関税率を調整する権限を付与し，大統領は変更の際の基準と

して外国評価が適切でない時には外国評価をアメリカ評価に変更できるとし

たのである。

しかしながら実際には伸縮関税条項は，上院，下院の間で生まれた妥協案

というよりむしろ，関税委員会のメンバーであるカルパトスン (Wi11iam

Cu1bertson)が長年にわたり暖めてきた考えを実現するため，積極的にフー

ヴァーをも含む行政府の人間に働きかけた結果により，盛り込まれたものと

いってよい。伸縮関税条項が取り上げられる契機となったのは1921年11月28

日のホワイト・コンフェレンスだとされており，以下ではカルパトスン委員

の書簡，日記をも手掛かりとしながら，伸縮関税条項が元々持つ意味を析出

する。

まず関税委員会(大統領から指名され，上院で承認された 6人で構成。 3

人を超えて同ーの政党からは選出されない)はウィルスン (WoodrowWi1-

son)政権期に1916年歳入法により1917年3月に常設された。委員会は議会
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から独立した超党派的機関ではあるものの，この時点での役割は主として議

会の関税作成のための単なる事実収集機関であり，行政的機能は有していな

かった。なお，関税委員会はそれ以前にも必要性に応じて臨時的に1865年，

1882年， 1888年， 1909年， 1912年に設置されていた。

カルパトスンは常設の関税委員会に1917-1925年従事し，後にルーマニア

大使，チリ大使を務め1933年に大使職を退いた人物である。カルパトスンは

1884年にペンシルヴァニア州で生まれ， 1902年にカンザス州のエンポリアに

移った。カンザス州にいる時，ジャーナリストのホワイト (AllenWhite) 

の影響を受けた。イエール大学で政治経済学のPh.D.を取得後ワシントン

へ移り，公務に携わった後も二人の交流は続き，ホワイトはカルパトスンの

フーヴァーへの接近を助けることになる(後述)。カルパトスンはリベラル

な共和党員としてタフト (Wi11iamH. Taft)政権下で臨時の関税委員会

(Tariff Board)の調査に従事した;そこでカルパトスンが目にしたのはい

い加減に設定され，不必要に高い関税であり，議会での政治的な関税設定方

法が科学的な関税設定を妨げていると確信するようになった。例えばカルパ

トスンによれば，羊毛の関税率に関する四つの議会法案はいずれも内外生産

コストの平準化に基づいたものではなく，関税委員会がアメリカの産業保護

に必要と示したデーターよりも高いか，あるいは弱体産業も含む産業の保護

を満たしていないものであった。カルパトスンは，妥当な関税システムとは

生産コストが外国生産者より高い場合，適度に効率的なアメリカ生産者を補

償する関税率を設定するものだとして，従来の関税法の作成方法は非効率的

で，国益に配慮がなく，またアメリカの生産者を不公正な競争にさらすもの

とみなしていた。カルパトスンは綿，羊毛，化学，パルプの産業に関する調

査を通じて，委員会の有用性を証明したと信じていたが，タフト政権期の臨

時の関税委員会は1912年に消滅した。カルパトスンは1913年関税法の審議中

にもラフォレット (RobertLaForette)上院議員の要請で関税調査を続ける

ものの，一旦公務を退き，再びウィルスン政権下でウィルスンの指名により
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常設の関税委員会のメンバーとなった。ウィルスンはアメリカ市場の競争的

状況を可能にする，中程度の関税を目標にしており，超党派的機関である関

税委員会が自分の目標に適うよう運営されることに慎重で，カルパトスンを

支持者の一人とみなしていた。ウィルスンの勧告により議会が設置した関税

委員会は公平な，利害とは離れた目で国民全体の経済状況をみるための独立

の事実収集，調査機関であった。カルパトスンは政府に影響力を行使するよ

うな関税委員会の権限拡大を望んでいたが，当時の委員長のタウシッグ

CFranklin Taus勾)と意見が合わず，自分の目標が達成できないでいたi
例えばカルパトスンは輸入に対して平等待遇を前提として，市場での競争状

況を平準化する関税を設定し，不公正な競争方法をとる国，アメリカへの最

恵国待遇を拒否する国へは追徴税を課すことを提案していたが(フォード

ニー・マッカンバ一法でそれぞれ315条， 316条， 317条として成立)，タウシ

ッグは平準化方式には否定的であり，また関税設定における議会の最終権限

は剥奪すべきではないと考えており，さらに平等原則については互恵通商協

定，特恵関税などの一部の例外を設けるべきとしていた。しかしながら1919

年にタウシッグが辞職した後はカルパトスンの見解が関税委員会内で有力と

なり始めていた。

1921年3月4日にハーディングが大統領に就任し，カルパトスンの関税委

員会メンバーとしての再指名がほぼ確実になると，早くもカルパトスンは同

郷のホワイトの力を借りるなど間接的に，あるいは直接的に，商務長官のフー

ヴァー，ハーデ、イングに接触を始めていた。まずホワイトが1921年3月10日

にフーヴァー宛に，カルパトスンのことを関税委員会に過去8-10年間，関

わってきており外国貿易の状況について政府内で誰よりも詳しい人物であ

り，見解が革新的だと紹介し，彼を知って好意を持ってほしい旨の書簡を送

った。 3月15日にはカルパトスン自身がフーヴァーへホワイトからの紹介状

を同封した上で関税委員会に関して話がしたいとの書簡を送り，それに対し

て同日フーヴァーの秘書から快い返事が届いた。同時にカルパトスンはハー
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ディングへ，関税委員会は委員会の調査結果が今後政府に注目されるような

ものにすることで，機能的になり得ると考えているとの書簡を 3月25日に送

り，これに対してハーディングは委員会の機能について近く議論がしたいと

の積極的な反応を示していたi
このようにカルパトスンは1921年3月にすでに関税委員会の拡充，および

同委員会と政府の結び付きの強化を提起していたが，関税率に伸縮性を持た

せる「伸縮関税」の概念に言及したのは1921年10月に入ってからであり(ハー

デインク*に宛てた10月28日付のメモによるとされている)，ハーディングは

それを強く支持した;カルパトスンは多くのメモの中で，保護を求める膨大

な声を警告し，もっとリベラルな貿易政策において国家の利益を主張した。

カルパトスンにとって，妥当な保護とは内外生産者の競争状況を平準化する

率のシステムを意味した。それまでの関税委員会の経験から，内外生産コス

トの差異を委員会が計算することができ，平準化する率を提示できると信じ

ていた。大統領にもこの方式での関税調整を提案し，伸縮性はビジネスマン

の恐れを軽減し，変化する貿易状況への調整を提供し，議会の当て推量から

くる妥当でない率を是正し，一般的な改正を未然、に防げると主張した。関税

法が伝統的に共和党に困難をもたらしていると主張し，利点を強調した。ハー

ディングは関税委員会の最大限の活用を望み，カルパトスンの提案を議論す

べく， 1921年11月28日にホワイトハウス・コンフェレンスを召集した。出席

者はハーディング，フーヴァー，スムート (ReedSmoot)上院議員，関税

委員会メンバーではカルパトスンのほか，委員長のペイジ (ThomasPage， 

民主党)，マーヴィン (ThomasMarvin共和党)，コスティガン (Edward

Costigan，民主党)，ルイス (DavidLewis，民主党)，パージス (William

Burgess，共和党)であった。ハーデイングはカルパトスンがすでに準備し

ていた下院法案の修正案への注目を喚起した;フーヴァーはホワイト コン

フェレンスの翌日にペイジ委員長に，同コンフェレンス案の「関税率を為替

切り下げ率に基づき平準化させる」という部分を為替切り下げ率ではなく戦
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前の生産コストに変更すべきという提案を送付した程，当初から条項に積極

的に関与していた。この非公式のホワイト・コンフェレンスの後に，ハーデ

ィングは1921年12月6日に議会へのメッセージで，第一次大戦後の経済状況

の変化に対応すべく関税率に伸縮性を持たせること，その方法として関税委

員会の権限を拡大することを議会に提起し，条項の法制化を勧告したのであ

る。スムートが同じく 12月6日に，いわゆる伸縮関税(フォードニー・マッ

カンバ一法315条， 316条， 317条)として後に法制化されることになる案を

上院に提出したが，それはカルパトスンが10月に大統領に提示していた案を

実質的にほぼ具現化したものだった;

その後カルパトスンの支援者が新たに加わるが，うち一人はフーヴァーの

無二の親友であるレンルート CIrvineLenroot)上院議員であった。フーヴ

ァーとレンルートは関税問題について早い時期から打ち合わせをしており，

レンルートはフーヴァーの考え方から影響を受けて，一部の品目の関税引き

下げを求めると同時に伸縮関税条項が将来的に変化し得る状況，あるいは議

会で設定された高すぎる関税に対応し，さらに諸外国からの悪い印象をも相

殺する手段になり得ると主張し始めていた。レンルートら革新的共和党員は

保護主義者であることを認めていたが，課す保護の量には上限を設けるべき

だと考えていた点が特徴的である。伸縮関税条項案が上院に持ち込まれると

フーヴァーとレンルートは共同で，あるいは個別に関税委員会の関税調整権

を最大限にしようと模索し始めた。そうすれば関税はロッグローリング(政

治上の持たれ合い)からではなく，科学的に設定されるようになると考えた

のである。レンルートは率先して関税問題に取り組み，友人のマコーミック

(J oseph McCormick)上院議員と共にカルパトスンとの会合を何回か持つ

に至った。 1922年7月19日にはレンルート，マコーミックはカルパトスンと

昼食を共にし，二人が審議中の法案の高関税の一部に反対する革新的勢力を

組織することに関心があり，また関税を政治から切り離すための伸縮関税条

項の法制化に関心を示していることを伝えた;カルパトスンは条項を妥
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当なものに仕上げるため，レンルートへの支援を厭わず，レンルートもカル

パトスンへ対して支援を厭わなかった。レンルートの役割で注目すべきは，

上院での審議中に伸縮関税条項の当初の原則であった「競争状況の平準化」

を「生産コストの平準化」へ変更すべきと上院に提案したことであり，調査

の基盤をこのように広いものから狭いものへと変えた主要人物で、あった。理

由は， r競争状況という言葉が法に包含された場合，引き上げを望む利害関

係者が大統領のところへ行き保護を要求することになる機会が多くなるが，

生産コストの言葉の場合は大統領がはるかに関税引き下げを行う傾向とな

る」からであった。

両院協議会が1922年9月6日に提出した法案は，伸縮関税条項に1924年7

月までの運用期限を設けていることを除き，カルパトスンの構想に一致する

ものであった。運用期限は下院，上院いずれかでの反対が出ないようにする

両院協議会委員の配慮、からだったが，カルパトスンは両院協議会委員に引き

続き，運用期限枠をなくすよう働きかけ，結果として1922年9月10日にはそ

れが削除された。

このようにカルパトスンが書き上げたといっても過言ではないフォード

ニー・マッカンバ一法伸縮関税条項にフーヴァーは当初から深く関与してい

たことに留意すべきである。伸縮関税条項を支持した人々が最終的に成立

した条項形態にほぼ満足したのは，関税委員会の役割が拡大したことによ

るiフォードニー・マッカンパ一法により画期的にも大統領に関税調整権
(上下50%の関税率の範囲)が付与され，かかる調整のための基となる内外

生産コストに関する調査を関税委員会が担うことになったのである。

第3節 フォード二一・マッカンバ一法伸縮関税条項成立後

の展開

ところが伸縮関税条項成立後，関税委員会の調査始動権をめぐり，大統領
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とカルパトスンの聞に確執が生じることになる。伸縮関税条項及び関連条項

は，関税委員会が利害関係者に対して，出席，証言，公聴するためのヒアリ

ングなどの機会を通達することを義務付けていた以外，調査の始動，性格な

と、については記述していなかったiただし1922年10月の行政命令 (Execu-
tive Order)では，伸縮関税条項下で行動，救済を求める要請，申請すべて

は関税委員会へ提出され，法と公益に一致するように検討と調査が行われる，

とあり;ノ¥ーディングはこれに関する委員会の調査権を認めた。が，委員会

が自ら調査を始動することは承認しなかった。

ハーディングは，フォードニー・マッカンバ一法下で関税引き下げより，

むしろ引き上げを求める公式な要請に委員会が対応することを選好したので

ある。カルパトスンは関税委員会のマーヴィン委員長がハーディングと同様

の対応をしているのがわかった時に，強引に調査を押し進めようとした。カ

ルパトスンは，関税委員会が内外生産コストの平準化という議会が確立した

基準に基づき調査を行っており，公平に機能していることを大衆，議会，大

統領に確信させたいとの願いから， 40品目について調査をするよう関税委員

会の委員に説得しようとした。ところがハーディングは委員会の衝動的な推

進性を警告し，自分に相談するまでは調査を保留するよう委員会に指示した。

自分に相談する，というのは実際には調査始動の承認を得ることを意味して

し、fこ。

ここで問題として顕在化してきたのは，関税の上げ下げの問題ではなく，

関税委員会と大統領の関係であった。カルパトスンは大統領の指図なく委員

会は調査を行うことができると主張したが，ハーディングは委員会は政府の

政策を反映すべき機関であり，政府を困惑させるものではないと反駁した。

ハーディングは元々高関税主義者であり，大統領職についた最初の年，すな

わち1921年になって初めて行政府内で非常に尊敬されていたフーヴァー商務

長官の影響もあり，輸出拡大のために保護に上限を設ける必要性を認識する

ょうになったにすぎず，再び保護主義者の側につくようになった。カルバト



フォードニー・マッカンパ一法からスムート・ホーリ一法へ 63 

スンは伸縮関税条項が政治的な圧力から脆弱であることを認識した。委員会

のメンバ一間でもすぐに意見の相違が目立ってきた。ウィルスンの指名者は

委員会が調査を開始できると考えたのに対して，ハーディングの指名者はそ

のような始動権は望まなかった。

1923年3月に議会は一時休会するが，その頃の心境をカルパトスンは日記

に次のように記している。「政府は教科書に書かれているような科学的に公

正なものでなく，圧力のバランスであるJ(3月20日)。心境と共に明らかな

のは，フーヴァーがカルパトスンを支援し，カルパトスンとハーディングの

話し合いの調整役を買って出ていたという事実である。「委員会での議論は，

私を陰謀，術策の際に追いつめている...政府内ではヒューズ (Char1es

Hughes) ，フーヴァー，ウォーレス (HenryWallace)が私に味方してくれ

ていたJ(3月24日)。レンルートもカルパトスンに，関税委員会の始動権に

ついてフーヴァーと親しくしておくようにと助言しており，カルパトスンは

それに従った。しかしながら，ハーディングが明言した結論は「行政命令下

での申請がない場合，予備調査が十分な根拠を表している場合でも，委員会

は大統領との話し合いの後に公式調査が命令される」というものだった;

1923年8月にハーディングが死去し，カルパトスンは次期大統領のクーリ

ッジ (CalvinCoolidge)の協力を得ょうとしたが，クーリッジも関税委員

会の広範な調査を望まなかった。条項の所期の目的は何であれ，クーリッジ

は自分の権限を委員会に行使して純粋に政治的方法で関税問題に対処しよう

とした。カルパトスンは独立の委員会への侵害であると主張したが，委員会

は実質的には行政府の一部にすぎず，データー収集以外の独自の権限は持っ

ていない。そして1924年の砂糖に関する調査がカルパトスンが委員会を去る

契機となった。当時の委員会の委員はハーディングが指名したマーヴィン，

パージスのほかに，グラシ (HenryGrassie，クーリッジ指名)，そしてウィ

ルスン政権下より委員を務めていたカルパトスン，ルイス，コスティガンで

あった。関税委員会内で1922-1925年間，カルパトスン，ルイス，コスティ
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ガンの三人は委員会と大統領との関係という点で基本的に合意しており，

クーリッジと意見が合わなかった。彼らは，委員会の独立性を主張し，調査

に大統領が介入するのをよしとせず，委員会がイニシアティヴをとり，専門

的，司法的な関税システムを発揮すべきと主張した。カルパトスンは，かか

る委員会の役割を新しく確立したいと望んでいた。彼ら三人のうち一人が解

任されない限り，砂糖に関する調査報告に彼らの意向は反映され得る。その

ため，カルパトスンが砂糖の関税引き下げを押し進めようとしてヒアリング

を開催すると，カルパトスンに連邦取引委員会 CFederalTrade Commis-

sion: FTC)職が用意され(カルパトスンが辞退)，後には外交職が用意さ

れるなどの圧力が加えられた。フーヴァーはクーリッジがハーディングより

伸縮関税条項に消極的なのをみてとって，カルパトスンに対して個人的に関

税委員会を離れるよう助言した。そのこともあり，カルパトスンは1925年に

ルーマニア大使としての職を受諾し，委員会を辞任した;カルパトスンが委

員会にいた間，望んだような条項運用はなされることなく，そして条項はさ

ほどの効果をあげないまま，次の関税法であるスムート・ホーリ一法成立の

議論を迎えることとなる。

第4節 スムー卜・ホーリ一法伸縮関税条項の成立

スムート・ホーリ一法成立にあたり，フーヴァーが最優先したのは，伸縮

関税条項の維持を前提として，条項機能の強化を図っていくことであり，

1928年に大統領職に就いたフーヴァーは1929年4月に農業救済と限られた範

囲の関税改正のための特別議会召集の戸明を発表した際に，そのことに力点

を置いた。

しかしながら上院での審議は，大統領の権限を関税委員会の勧告を議会に

伝える役割に限定し，議会のみが関税調整権を持つような型に変えたため，

1922年型の伸縮関税条項の維持すら危ない状況となってきた。フーヴァーは
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政府が関税調整の最終権限を持つべきだとして「政府への勧告」を再三強調

した。議会での関税改正は過去の例が示すとおり全体的な関税改正になり，

国際経済の急速な変化に対応したものとならないというのが理由である。

フーヴァーは，回想録で述べたように，伸縮関税条項の目的は議会での関税

作成を終わりにすることにあると考えていた。フーヴァーは上院の修正案を

覆すべく 1930年4月からの両院協議会の審議に向けて行動し， 1922年型伸縮

関税条項を包含しない法案には拒否権を発動するという態度を示した。その

結果，両院協議会の出した案は，関税委員会の権限を拡大させると同時に最

終権限を大統領に留めたものであった。ただし法案可決は五分五分とみられ

ていたため，フーヴァーは議員への働きかけを続行し，僅差で伸縮関税条項

は成立することとなったのである;

成立したスムート・ホーリ一法伸縮関税条項は， 1922年時に比し，関税委

員会の権限拡大という大きな変更が加えられていた。委員会は前述の如く

1917年時に比べフォードニー・マッカンバ一法下で権限が拡大されていた

が，さらにその権限がスムート・ホーリ一法により，拡大された。まず第一

に，比較生産コストに関する事実の調査から大統領に対する関税率変更の勧

告へと拡大された(その一方，大統領はその勧告を是認するか否認すること

しかできなくなった)。第二は，前節でみたようにカルパトスンは関税委員

会が行政府下にありながらも，関税調査の始動において独立性を持つことを

望んでいたが，それが実現されたのである。委員会は議会の決議，大統領か

らの要請，利害関係者からの申請に加えて，自らの発動によっても関税率の

調査ができることになり，それが条項で明文化された。

かかる関税委員会の権限拡大についてのフーヴァーの考え方はどうだっか

はさておき(後述)，フーヴァーがスムート・ホーリ一法成立にあたり特に

強調したのは，調査基盤の改善と関税委員会のメンバー強化であり，これら

が可能となれば条項は機能すると考えていた。実際に調査基盤の改善とメン

バー強化はある程度なされた。スムート・ホーリ一法ではフォードニー・マ
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ッカンバ一法に比べ「生産コスト」が広義化され，外国製品の場合，生産コ

ストが容易には把握し得ないとわかった場合，関税委員会は表示期間のイン

ボイス価格の加重平均，あるいは表示期間の卸売販売価格の平均を代わりの

ものとして採用することができるようになった;また，スムート・ホーリ一

法によりすべての委員が即座に任期終了となり(もっとも大統領は再指名で

きる)，新任期は従来の12年から 6年と短縮され，法案署名後90日以内に全

員，あるいは一部を交替できる権限が大統領に付与されたiフーヴァーはこ
れまでの伸縮関税条項の失敗の原因が関税委員会のメンバーの考えと当初の

条項の目的の不一致にあると考えており，再編に取り組んだ。強硬な保護主

義者であるブロサード (EdgarBrossard) とマーヴィンの再選に政治的圧

力がかかったため，ブロサードを政治的配慮から委員長に指名せざるを得な

かったことを除き(マーヴィンは1930年1月に辞職したためフーヴァーは問

題の一つからは解放された)，できる範囲で再編を効果的なものにしようと

した。フーヴァーが指名した新任の一人は外交官のフレッチャー (Henry

Fletcher，クーリッジ時代のベルギー大使，イタリア大使)であった。フレ

ッチャー自身は関税に関する特別な知識はなかったので乗り気ではなかった

が，フーヴァーはフレッチャーがその経歴から，委員会を政治から切り離す

という新しい実験を主導するのに適任と考えたのである。またフーヴァーが

ペイジ (ThomasPage，民主党)を副委員長に指名した理由は，著名なエコ

ノミストとして公平である人という国際的評判を認識していたからである。

ペイジは内外コストの差異の平準化原則への反対を変えなかったが，大統領

が関税委員会と共に条項の目的と実際の率の聞の不一致を是正できるという

考えには合意していた。ペイジはタフト政権時，ウィルスン政権時に関税委

員会に従事していた唯一の人物であった。新任のもう一人はクルター

(J ohn Coulter)であり，指名された時には関税委員会のチーフ・エコノミ

ストであった。元々農業エコノミストであり，かつてノース・ダコタ農業大

学の学長も務めた人物であり，北西部の農業利益のために1929年にヒアリン
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グで農産物保護を主張していた。

スムート・ホーリ一法施行後，関税委員会は必ずしも生産コスト平準化の

率の点では全員一致とはいかなかったものの，見解を調整し，迅速に動いた。

スムート・ホーリ一法下での新しい生産コスト定義は委員会の住事を容易に

し，完了した調査のうち約3分の lにインボイス価格が使用された。フーヴ

ァーも伸縮関税条項を機能させるべく，委員会の勧告に即座に対応した。フー

ヴァ一政権下， 1932年11月までで45件 (84品目)の調査が完了し， 14品目が

引き上げ， 20品目が引き下げられた。これはハーディング政権，クーリッジ

政権下に比し，短い期間でほぼ同数の調査件数が完了したことになり，また

引き下げ品目が多くなったことが特徴的である。

第5節 フォードニー・マッカンバ一法から

スムー卜・ホーリ一法へ

フォードニー・マッカンバ一法，スムート・ホーリ一法を伸縮関税条項か

ら照射すると，どの点で連関しているだろうか。カルパトスンとフーヴァー

の考え方に言及しつつ考察する。フォードニー・マッカンバ一法の仲縮関税

条項の基本的概念は，関税委員会，行政府，関税への伸縮性導入(但し交渉

による協定関税ではなく，アメリカが一方的に決定する固定関税)，生産コ

スト平準化に集約されるといってよく，これらは個々には同法以前より議論，

あるいは採用されていたものの，四つが合体して条項として法制化されたの

は同法が初めてであり，これらの概念はスムート・ホーリ一法により引き継

がれた。カルパトスンとフーヴァーは上記の概念を条項に盛り込もうとする

点では共通していた。

議会，大統領のための単なる情報収集機関であった1917年常設の関税委員

会を行政府との結び付きを強める形で拡充したいと望んだカルパトスンの狙

いは産業保護と輸出拡大の両立であり，フーヴァーの狙いと同様であった。
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二人とも，この狙いのために関税を政治から切り離して，無駄のない，効率

的な関税をめざした。議会では政治的な取り引き，駆け引きにより率，品目

ともに必要以上なものになってしまうためであった。議会による関税改正は

平均7，8年に l回であり，しかも政治的取り引き，駆け引きにより審議を

経るうちに関税率，品目ともに大幅に膨らむ傾向にあり，議会が収集すべき

情報量は，扱う関税品目の多さゆえ膨大となり，長ヲ|く一方の議会審議がそ

の行き詰まりを見せ始めていた。政治から切り離して，科学的な関税に調整

するために，二人が基準として採用しようとしたのは，生産コスト平準化で

あり，産業保護を確実にするためのものである;但し，輸出拡大に関して，

カルパトスンは他の伸縮関税(フォードニー・マッカンバ一法316条， 317条)

により，達成しようとした。カルパトスンは，市場獲得のためにアメリカに

不公正，最恵国待遇拒否を行う国には追徴税を課すことで対処することを強

調した。フーヴァーは狭義の伸縮関税条項を特に強調し，ここに二人の取り

組みの相違がみられ，フーヴァーの方が商務省出身のせいもあり，保護重視

といえよう。

また，関税委員会と大統領の関係に関する考え方は若干のずれがあった。

フーヴァーの考えは次の事例が示唆的である。スムート・ホーリ一法成立に

あたり，下院法案(1922年型伸縮関税条項包含)と上院法案(議会が最終権

限を持つ伸縮関税条項包含)の相違を修正する場である両院協議会は上院，

下院，大統領 (1922年型伸縮関税条項包含を希望)の三者に受容してもらう

ための妥協案として1.関税委員会が関税の調整率を決定，勧告し，大統

領はその是認，否認の決定権を有する， 2. 60日以内に大統領が布告しない

場合には，関税委員会が布告権を有する，という趣旨の案を最初に提出して

きた時にフーヴァーは政府の権限が縮小されることに当初は不満を示した。

後に 2.が削除されたのに加えて，関税委員会の権限拡大について司法長

官より合憲との感触も得たため，両院協議会案を受容するに至るが，第一

希望はやはり問2年型であったというiとはいえ，フーヴァーはハーディン
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グ，クーリッジとカルパトスンが委員会と大統領の関係をめぐり確執状態に

あった時にカルパトスンの支援をしていたことから，また法案署名後ではあ

るが， I大統領に一任されていた関税調整が関税委員会に付与され伸縮関税

条項が機能的になった」という趣旨の発言をしたことから考えると:ハーデ

ィング，クーリッジに比べ，委員会への信頼が大きかったと考えるのが妥当

である。

フーヴァーは文明の進歩とはまず科学的・技術的進歩に基づく産業発展に

あるとしていたが，同時に政治を含む社会発展も必要であると考えており，

特に1920年代は社会発展が産業発展に比し遅れているとして，産業発展に貢

献してきたエンジニア，科学者の活用を社会発展においてもすべきだと確信

していた。フーヴァーの改革の基本は「真実の発見」であり，正確かつ慎重

に集められた事実が専門家の判断を通じて科学的に抽出されなければなら

ず，それを行う場として，委員会，会議に信頼を置いた。フーヴァーが商務

長官を務めた5年半の間で商務省は343の委員会と1250の会議を後援し，フー

ヴァーは大統領になってからも，委員会の活用に取り組んだ;委員会を活用

する活動は代々の政権でもあったが，フーヴァーほど計画的なものはなく，

ニューリパブリック紙が「今後フーヴァーは委員会 Ccommission)大統領

と祝されるだろう」と報じた程であった。

第6節政府・企業関係の変化

伸縮関税条項を，当時の政府と企業の関係において捉えてみる。アメリカ

の政府・企業関係における世紀転換期頃以来の連続的特徴のーっとして，世

紀転換期頃より議会が行政府に幅広い権限を認めるようになった傾向が挙げ

られる。それは，企業の意思決定においても行政府が重要なパートナーとな

ったことを意味する。行政府は大別すると，省といわゆる「独立委員会」

Cindependent commission)が存在する。ここでいう省とは，通常の，長官
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管理下の部局体制のほか，緊急時に設置されるものを含むが，いずれも大統

領の管理下にある一方で，独立委員会は行政府の一部でもなく，大統領の支

配下でもない(但し指名権はある)。アメリカで20世紀初頭に起こった革新

主義運動では，企業に関わる問題の意思決定は，立法，司法よりも行政の手

続きを踏んだ方が，柔軟性(伸縮性)，専門性，客観性，処理スピードなど

の点で勝ると強調された。

そして行政府が企業に対して，規制も指導もない状態から，介入の時代へ

入り，併せて独立委員会が重要な役割を担うようになっていた。アメリカは

20世紀転換期・初頭に，政府が企業に対して規制も指導もない状態から単一

産業規制，産業横断的政策，政府指導型活動の三つを行う関係へと変化した。

因みに単一産業規制の代表例は，州、l際通商委員会 ClnterstateCommerce 

Commission : ICC)である。政府のみが州際通商を規制する権限を有する

との1866年の最高裁の判決を受けて，議会は1887年に州際通商法を可決し，

鉄道運賃を公正かつ合理的なものにすることを目的として，政府とは独立し

た規制委員会である州際通商委員会を創設し，運賃を決定する権限を付与し

た。州際通商委員会によって先鞭をつけられた独立の委員会による特定産業

の規制は，必要に応じて他の産業にも拡大されていった。 1920年には水力開

発を扱うために連邦動力委員会 CFederalPower Commission)が設立され

た。当初，委員会は内務長官，国防長官，農務長官からなっていたが， 1930 

年に州際の電力料金，電力会社の証券発行，水力発電計画の認可などの権限

を持つ独立の委員会となった。 1927年の無線法では，連邦無線委員会

CFederal Radio Commission)が設立された。産業横断的政策としては，反

トラスト法に関する連邦取引委員会 CFTC)がある。 1890年にシャーマン

法(主要規定は第 I条:取引制限の禁止，第2条:独占の禁止)が成立し，

シャーマン法の適用に関して1903年に企業の調査を主要業務とする「企業局」

が創設され，経済データーの収集，大統領への勧告という権限が政府に付与

された。 1911年に最高裁のスタンダード・オイル社に対する解体判決で条理
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の原則が導入されたことが契機で，1914年にグレイトン法(主要規定:シャー

マン法を補足して価格差別，排他的取引契約などの違法行為を明示)と連邦

取引委員会法が成立し，それにより独立の規制機関である連邦取引委員会が

設置され，企業局の業務はそこへ移管された。連邦取引委員会は，第一次大

戦中に戦時産業局を通じて業界団体の果たした役割を評価し，この経験に基

づいて一切の産業の共同行為を禁ずるよりむしろ一定の制限のもとにそれを

認める方針に傾いた。政府指導型の例としては，政府が全国の金融システム

を監督する第一歩となった， 1913年の連邦準備法による連邦準備制度理事会

(Federal Reserve Board: FRB大統領による 5名の被任命者，財務長官，

通貨監督官から成る)が挙げられる。

関税問題の場合も，それまで企業は大抵は個別に，あるいは業界団体を通

じて議会に対してロビイングを行ってきたが，前述の如く伸縮関税条項によ

り議会から大統領，関税委員会へ関税調整権が付与されたため，政府と企業

の関係が重要となった。ただしこの場合，政府の企業への規制，指導という

より，両者の協調が特徴である。

フーヴァー率いる商務省は1927年に「業界団体の活動」に関する特集を組

み，次のように記述していた。「関税委員会は本来は情報流布の機関ではな

く，議会と大統領への支援目的でつくられたものであるが，利害の関係する

産業に対しても進んでその秘密でない情報を活用させるし，同時に関税委員

会自体もしばしば関税と関連ある問題の解決において適切な業界団体と協力

する機会を利用してきた。関税委員会の責務は1922年法により大きく拡大さ

れ，ある条項(=伸縮関税条項)の下で大統領の行動が委員会の調査に基づ

くことになった。大統領は行政命令により，条項下で業界団体などの利害関

係者のすべての申請が関税委員会に提出され，委託されるよう指示してきた。

関税委員会がこの新しい責務の下で関税に関心のある様々な業界団体と密接

な協力を歓迎しているのは明らかである」。ここで留意すべきは，商務省が

1927年時に伸縮関税条項下で関税委員会と利害関係者，特に業界団体の協力
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関係を強調していることである。スムート・ホーリ一法では利害関係者の申

請による関税委員会の調査が，今度は行政命令によるのではなく伸縮関税条

項で明文化されたため，かかる協力関係は一層強められたと考えてよい。業

界団体が利害関係者として重視されたのは，特に第一次大戦中に政府が産業

との結合を必要としたため，多くの業界団体が設立されることになり，大戦

後も一層活動を強化させていったためである(その数は1925年時点で1914年

の約2倍となっていた)。このような協力関係の推進は，フーヴァーがアメ

リカ人の問題は無駄にあり，効率性を高めるには政府の再編が必要であり，

その際には政府は国民のイニシアティヴ，コミュニティ内の協力に促進，支

援を行う存在であるべきと考えていたことによるところが大きしにスムート

.ホーリ一法は大恐慌時の高関税法として時代錯誤的としばしば榔撤される

ものの;伸縮関税条項からみればフォードニー・マ、ソカンパ一法からスムー

ト・ホーリ一法への流れは，当時の政府と企業の関係の潮流に沿ったもので

あった。

第7節おわりに

フォードニー・マッカンバ一法で最初に法制化された伸縮関税条項は関税

委員会のカルパトスンが提唱し政府側の主要人物に働きかけ，起草をほと

んど行い，成立したものだった。タフト政権時，ウィルスン政権時より関税

委員会の業務に従事していたカルパトスンは，議会という政治の場から切り

離して，関税委員会と行政府の協力で不当に高い関税を是正し，産業保護と

輸出拡大を両立させるような効率的な関税を設定することを長年にわたり切

望していた。フォードニー・マッカンバ一法はスムート・ホーリ一法と並ん

で高関税法と位置付けられているが，同法を伸縮関税条項からみると，かか

る条項主唱者の考えが法制化された点で重要な関税法であり，高関税法とい

う一枚岩的な見方で片づけられるべきではない。カルパトスンは伸縮関税条
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項において関税委員会の調査始動をめぐる大統領と関税委員会の確執により

委員会を去ることになるものの，カルパトスンを当初から支持し続けていた

フーヴァーは大統領になるとスムート・ホーリ一法で条項を維持し，委員会

の強化を図ることで，それまでほとんど機能しなかった条項を機能させよう

とした。

フォードニー・マッカンバ一法からスムート・ホーリ一法への一連の流れ

は，関税設定権を議会から行政府へ委譲し，政治から切り離そうという動向

であり，これは政府・企業関係に現れた新しいアメリカ全体の潮流を反映し

たものであった。
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